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はじめに
　昨年度の報告書においては、マルティ・ナタレガワ前インドネシア外相の「インド太平

洋友好協力条約」（an Indo-Pacific wide treaty of friendship and cooperation）案への他の

ASEAN 諸国および ASEAN の対応を、主に言説の分析を中心に取り上げた 1。本稿は、言

説のみならず、ASEAN 諸国・ASEAN の対外行動に分析の視点を拡げ、以下の点を取り

上げる。第一は、ASEAN 諸国・ASEAN はインド太平洋地域概念をどのように認識して

おり、その共通点と相違点は何か。第二は、インド太平洋をめぐる認識や政策が、

ASEAN という地域組織の対外政策や対外関与にどのように表れているのか。第三は、

ASEAN 諸国・ASEAN の認識・対外行動は、日本のインド太平洋地域概念といかに整合

するか、である。本稿はこれら 3 点の分析を通じて、ASEAN と日本のインド太平洋概念

が異にすることを示す。最後に、そのような ASEAN に対し、日本の課題とは何か、若干

の考察を行う。

１．ASEAN諸国のインド太平洋認識と対外行動
　昨年度の報告書において、インド太平洋友好協力条約案の推進派として、提案国のイン

ドネシアとベトナムを取り上げ、他の ASEAN 諸国は静観派と分類した。2015 年 2 月現

在においても、この分類に大きな変化はない。後者は未だインド太平洋という地域概念に

言及していないからである。前者のインドネシアとベトナムは推進派と分類できるが、両

者のインド太平洋の捉え方は必ずしも同一ではない。そこで両国の共通点と相違点を分析

する。

　インドネシアは、インド太平洋地域には 3 つの課題があるとした 2。それらは国家間の

相互不信、南シナ海や東シナ海をはじめとする領土をめぐる問題、変容する国家間（特に

大国間）関係であり、なかでも第三の課題が重要である。マルティ前外相は「ジャカルタ・

グローブ」とのインタビューで、中国、米国、インド、日本の関係を考えなければならな

いとしたうえで、現在、台頭する国に対して連合国（a coalition of powers）を形成して勢

力均衡を図らなければならないという「冷戦型思考」が、地域に回帰しつつあるとの懸念

を示した 3。このような冷戦型思考が回帰しつつある情勢下では、「一国が地域を牛耳るよ

うな力の優勢（preponderance of power）」を作り出してはならず、そのためにこの国家間（大

国間）関係の変容に適切に対応（manage）するための「新たなパラダイム」が、インド

太平洋地域に必要であるという。その新たなパラダイムが、東西に分断された冷戦期や過

去の対立を乗り越えて、今や共同体形成を目指す ASEAN の下地を作った TAC をモデル

とするインド太平洋友好協力条約なのである。すなわち、インドネシアのインド太平洋の

見方には、冷戦型思考に基づく競争的・対立的な大国間関係が回帰することを避けるべく、

同条約を通じて ASEAN の中心性を維持するという狙いがある 4。

　インドネシアの政治的思惑が強いインド太平洋認識に対し、ベトナムのそれはインド太

平洋の経済的力学を強調した見方である 5。トン・シン・タン在スリランカ・ベトナム大
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使（当時）は、今なぜインド太平洋地域なのかと問いかけ、その理由を南アジアとインド

洋の重要性の高まり、および、南アジアと他のアジアの増大する相互依存関係が背景にあ

ると述べた。また、インド太平洋地域の特徴として、高い経済成長率、進展する経済統合

（APEC、BIMSTEC、RCEP、TPP）、世界の 36％の GDP を占める巨大な経済圏の 3 点を挙

げていることからも、ベトナムが経済的側面を重視していることがわかる。他方、政治的

側面が含まれていないわけではない。インドネシアが指摘した問題と同様、タン大使は大

国間競争と領土紛争（南シナ海）を挙げ、また域外大国による内政干渉も指摘した。これ

はアメリカを念頭に置いていると考えられる 6。「大国間競争の害を被るのは小国である」

旨述べていることから、ベトナムもインドネシアと同様、大国間競争への懸念を抱いてい

る。しかしベトナムには、インドネシアにあるような ASEAN の中心性を維持するための

枠組みを構築するといった戦略的思考は見られない。東南アジアの盟主を自任するインド

ネシアと、そうではないベトナムの違いが表れている。

　インドネシアはインド太平洋の政治・安全保障側面、ベトナムは経済的側面を重視して

いるという違いは見られるが、両国ともインドの役割を重視している点は共通する。マル

ティ前インドネシア外相がインドに言及したのと同様、ファン・ビン・ミン・ベトナム外

相も、インドと ASEAN のより密接な協力によって両者はより強く結びつくことができ、

繁栄と平和を共有するインド太平洋が実現できると主張している 7。他の ASEAN 諸国も、

インド太平洋には言及しないものの、インドの役割を重要視している点は共通する。例え

ば、タイのマナスビ・スリソダポル外務副次官は、「太平洋とインド洋の連結性を強化す

ることは、我々の共通の利益である。アジア太平洋におけるインドと ASEAN の関係強化

（close engagement）は、変容する地域アーキテクチャーにおいて重要であり、また必要で

あるとタイ政府は考えている」と論じた 8。

　以上をまとめると、ASEAN 諸国のインド太平洋認識の特徴は 3 点にまとめられよう。

第一は、変容する大国間関係に対応する必要性からインド太平洋という地域概念がにわか

に注目を集めてきていること、第二はインド太平洋を台頭する経済圏として捉えているこ

と、そして第三は、増大するインドの役割の重要性が強調されていることである 9。

　このような ASEAN 諸国のインド太平洋認識は、対外行動にも表れている。それは特に、

対中国依存の軽減を図ると同時に、インドやアメリカを含む他の大国との関係を再強化す

る「ルック・ウエスト」政策とも称されるように、インドとの対外関係に顕著である 10。

例えばミャンマーは、中国に対する経済依存の軽減を図っている。2011 年 9 月には、ミャ

ンマー政府と中国国営の中国電力投資公司によるミッソンダム建設の中断、2014 年 7 月

にはチャウピュー・昆明間の鉄道整備計画の中止を発表した。前者に関しては、ダム建設

はカチン独立軍との衝突の 1 つの要因となっているため、少数民族武装勢力との全土停戦

を行ううえでこれを中止する必要もあったのであろう。後者については、ミャンマー中央

部を縦断するため、ミャンマー政府には中国による内政干渉への懸念があるとの指摘がな

されている。公式には、両プロジェクトの中断および中止は、環境悪化への懸念を含む民

衆の反対が理由とされている。しかし、インド・ミャンマー・タイ 3 か国ハイウェイといっ

たインドとのインフラ整備計画に対しても民衆の反対があるが、中断・中止の決断はなさ

れていない 11。ミャンマーはまた、インドとシットウェー港湾開発にも従事しており、こ

れはミャンマー南西部とインド北東部内陸地域を連結する交通インフラを開発し、両国間
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の物流を活性化することを目的としている。

　ミャンマーに加えて、ベトナムもインドとの関係強化に力を注いでいる。インドと戦略

的パートナーシップに合意したベトナムは、自国海軍のキロ級潜水艦部隊の訓練をインド

と行っており、また南シナ海では油田開発の合意、災害救援演習も行った。南シナ海にお

ける中国との対立が高まるなかで、ベトナム国会では自国の中国への経済依存に対する懸

念の声が相次いだという 12。ベトナムの「ルック・ウエスト」政策も今後強化されること

が予測される。大陸部東南アジア諸国のみならず、島嶼部の東南アジア諸国もインドとの

関係を強化させている。一例として、シンガポールはインドと二国間軍事演習（SIMBEX）

を実施しており、最近では 2014 年 10 月に、環インド洋地域協力連合（IORA）と災害救

援協力に関する了解覚書に署名した。

２．ASEANのインド太平洋認識と対外行動
　ASEAN 諸国のインド太平洋認識は、一様ではないながらもいくつかの共通点が見られ

た。では、組織としての ASEAN において、インド太平洋はどのように取り上げられてい

るのだろうか。結論からいえば、ASEAN ではインドネシアの「インド太平洋友好協力条約」

案への言及にとどまっている。しかし、2013 年と 2014 年を比較すると、同案に対する支

持が強まったようである。2013 年の ASEAN 首脳会議では、「対外関係」のセクションに

おいて「広域インド太平洋地域を包含する友好協力条約を締結するというインドネシアの

案に謝意を表明する」との文言であった 13。しかし 2014 年の第 47 回「ASEAN 外相会議

共同声明」においては、「変容する地域アーキテクチャーにおいて、ASEAN の中心性を

維持することの重要性をあらためて表明する。……この点から、インドネシアの広域イン

ド太平洋地域における友好協力条約案を歓迎し、同国より更なる詳細を期待する」となっ

ている 14。つまり、2013 年ではインドネシアの提案に感謝を表明するのみであったが、

2014 年には歓迎するとの表現に変化した。また、インドネシアに同条約案に関する詳細

を求めていることは、ASEAN 諸国が同構想に関心を持っていることを示していよう。さ

らに、2014 年の共同声明では「地域安全保障アーキテクチャー」のセクションに記述さ

れていることは、変容する地域国際環境のなかで、ASEAN の中心性を維持するうえで「イ

ンド太平洋友好協力条約」が有用であるかもしれないとの考えが ASEAN 内で広まってい

る可能性を示唆している。しかし、2014 年 11 月の第 25 回 ASEAN 首脳会議議長声明には、

同条約案のみならずインド太平洋への言及もない。インドネシアのイニシアチブが

ASEAN 内で今後どのように展開していくか、注視する必要があろう。

　ASEAN 諸国の対外行動と同様、ASEAN の対外行動にもインド太平洋を意識している

ものと捉えられる行動が散見される。これは特にインドとの関係においてである。トラッ

ク 1.5 レベルでの対話であるが、ASEAN とインドは 2009 年よりデリー・ダイアログを毎

年開催している 15。2014 年 3 月に開催された第 6 回デリー・ダイアログの一つのテーマ

が「インド太平洋」に関わるものであったことは、両側のインド太平洋地域への関心が高

まっていることを示していよう 16。しかし、インド太平洋について積極的に論じた参加者

がいなかったことは、当該地域概念が ASEAN 内でも未だ十分に議論されておらず、その

重要性やインプリケーションについての理解が共有されていないことも同時に示してい

る。昨年度の報告書において指摘した通り、ASEAN は特定の大国を排除もしくは囲い込
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むような枠組みは望まない。したがって、ASEAN は中国にインド太平洋が「対中国構想」

であるとの印象を与えたくはない。20 周年を記念して 2012 年にニューデリーで開催され

たASEAN・インド首脳会議において、インドのシン首相がインド太平洋地域に言及した際、

中国メディアはこれを ASEAN とインドの対中牽制行動であると非難した 17。こうした批

判に ASEAN は慎重にならざるを得ない。

　ASEAN 諸国・インド関係の強化と並行して、ASEAN・インド協力も進展している。

ASEAN・インド関係の中心は経済協力であり、特にカンボジア、ラオス、ミャンマー、

ベトナムの開発を通じてインドと東南アジアの連結強化を重視するものとなっている。し

かし近年は、安全保障協力においても進展がみられる。例えば、2012 年に採択された

「ASEAN・インド・ビジョンステートメント」は、2004 年の「ASEAN・インド 平和・進

展・共有された繁栄のためのパートナーシップ」を格上げした内容になっている。同ビジョ

ンステートメントは 3 つの点で異なる。第一は、戦略的パートナーシップとして位置づけ

られていること。第二は、第一に関連して、航行の自由、シーレーン、国連海洋法を含む

国際法に基づく海洋安全保障など、海洋安全保障協力に関する具体的な項目が含まれてい

ること。そして第三は、地域アーキテクチャーの項目が新たに加えられ、「変容する地域アー

キテクチャーにおけるASEANの中心性」が確認されていることである 18。これらの要素は、

変容しつつある大国間関係・地域秩序への対応を意識したものと考えられる。ASEAN の

インド太平洋認識が大国間競争の緩和と対外関係の多角化を求めるものであれば、インド

との協力強化は「インド太平洋」を意識した対外行動と捉えることが可能かもしれない。

３．日本と ASEANの「インド太平洋」の整合性
　以上のような ASEAN 諸国・ASEAN のインド太平洋認識および対外行動は、日本のイ

ンド太平洋の捉え方とどの程度整合性があるのだろうか。日本のインド太平洋概念が、台

頭する中国への対応策という要素が強く表れていることを考えたとき 19、ASEAN のそれ

は日本の政策と相容れるものであろうか。相容れる行動と相容れない行動の両方がみられ

る。日本のインド太平洋概念に即した行動としては、ASEAN 諸国・ASEAN のそれが、

中国への対応策の側面もあることである。上述したミャンマーやベトナム等の、対中経済

依存脱却を志向する行動がその一例である。ASEAN 諸国とインドの貿易は近年増加して

おり、これが続けば中国への相対的経済依存度は今後さらに低下しよう。

　もう一つの ASEAN の対中国行動は、2013 年 10 月に採択された「第 16 回 ASEAN・中

国首脳会議議長声明」に表れている。中国は ASEAN との首脳会議において「善隣友好協

力条約」の締結を提案した。中国の提案について議長声明では、「ASEAN と中国にとど

まらない、より広大なインド太平洋地域を含む友好協力条約の締結というインドネシアの

構想を評価する」と明記された 20。これは、中国との排他的な協力枠組みよりも、より開

かれた、包括的なインド太平洋条約がより望ましいという、ASEAN の選好を示唆してい

よう。しかし、この議長声明の文言自体は対中行動と映るが、これは ASEAN の対大国関

係の多角化を志向し、すべての大国と等距離関係を維持する対外行動の 1 つであって、純

粋な「対中国」行動ではないことに留意すべきである。ASEAN は、中国を含む特定の国

を排除することを避けると同時に、特定の国と限定的に緊密な関係を構築することも避け

る外交を展開している。
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　一方、日本のインド太平洋概念と相容れない ASEAN 諸国の言動もみられる。その一つ

は、インド太平洋を対中手段として利用されることへの危機感である。ベトナム人研究者

の一人は、「日本はインド太平洋に中国を含めたくないが、我々（ASEAN）は中国を関与

させたい」と発言し、日本のインド太平洋認識への警戒感を露わにした 21。また、2013

年 12 月の東京での講演で、ユドヨノ前インドネシア大統領の、地域の安定には日中の良

好な関係が不可欠であり、日本の安全保障上の役割は徐々に進展していくことが重要であ

るとの発言は、日本への懸念を表したものであろう 22。同様に、アメリカに対する警戒感

も存在する。あるインドネシア人研究者は、「アメリカのインド太平洋戦略構想は、米主

導の封じ込め戦略であるとの中国の疑念をさらに強めることになる。……そのような、（地

域を）不安定化させる戦略は、インドネシアや東南アジア諸国の国益に沿うものではない」

と論じている 23。

　日本にとってもう一つの懸念は、中国依存の軽減を図る国がある一方、中国への依存を

強める国も存在することである。その一つはタイである。2014 年 5 月のクーデタ後、ア

メリカはタイとの軍事演習や一部の援助を停止した。対してタイは、中国との関係を強化

させた。6 月に開催された二国間防衛安全保障対話のために北京を訪問したスラサック国

防大臣をはじめとするタイ軍代表団は、中国側と訓練、兵器開発を含む防衛協力の強化に

合意した。その際、中国はタイに対して、タイの政治問題は内政問題であり、中国は干渉

しない旨を伝えたとされる 24。日本にとっての懸念は、タイが中国へと接近することで、

中国の行動を非難するコンセンサスが ASEAN 内でより形成されにくくなることである。

実際、タイは 2012 年にカンボジアの議長の下で開催された ASEAN 外相会議後は、中国

の行動に対して批判的なコメントをしたようであるが、2014 年の ASEAN 外相会議では

正反対の行動をとっている。外相会議の共同声明の草案では、尖閣諸島を含む東シナ海で

の緊張の高まりに懸念を示す文言や、南シナ海で「緊張を高める行為を停止する期間を設

ける」という中国を牽制する内容が盛り込まれていた。しかし、タイなどが反対にまわり

削除されたという 25。このタイの行動を踏まえると、日本のインド太平洋概念が中国を念

頭に置いていると ASEAN 諸国に目されれば、日本は ASEAN からの支持を得ることは難

しくなるであろう。

　では、日本にとって今後の課題とは何であろうか。一つは、「CLMT」への対応であろう。

CLMT とは、中国の影響を強く受けているカンボジア、ラオス、ミャンマー、タイの 4 か

国を指す、タイ人研究者ティティナン・ポンスティラック氏の造語である。彼は、南中国

とともに大陸部東南アジアの CLMT は、大きな 1 つの準地域市場へと成長しつつあると

指摘し、「東南アジア島嶼部はワシントンにますます傾き、大陸部東南アジアは中国の影

響をますます受けつつある」と論じる 26。2012 年の ASEAN 議長国としてのカンボジアの

振舞いや、クーデタ後のタイの中国への接近を見ると、この指摘は妥当と思われる。

CLMT に対する中国の影響力をいかに相対的に低下させるかが今後の課題であろう。

　もう一つの課題は、インド太平洋地域を経済圏と捉えた政策を推進することである。す

でに指摘した通り、日本のインド太平洋概念は対中国の要素が強いが、ASEAN はそうし

たアプローチを警戒している。排他的な要素をもつ政策には ASEAN 諸国は慎重になる。

したがって、ASEAN をいかに日本側に引き寄せるかといった発想でのインド太平洋政策

には限界がある。ASEAN のいわゆる等距離外交は今に始まったものではなく、冷戦期か
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らみられる対外行動である 27。この点を踏まえれば、日米中印 ASEAN の相互依存関係を

いかに深めるかといった視点でインド太平洋を捉えて政策を形成するほうが、ASEAN に

とっての日本の重要性は高まるのではないだろうか。ASEAN 諸国・ASEAN はインド太

平洋（特に南アジアと東南アジア）の経済的繋がりを重視しており、中国への経済依存を

軽減させようとしていることから、日本がすべきことは、東南アジアと南アジアの経済関

係を強めて、ASEAN 諸国の脱中国依存を促進させることであろう。これは、第一の課題

である CLMT に対する中国の影響力の相対化にも通じ、幾つかの ASEAN 諸国が抱く日

本のインド太平洋概念に対する懸念を軽減することにもなろう。インド太平洋地域を安全

保障アーキテクチャーよりも経済アーキテクチャーとして捉え、インド太平洋経済圏もし

くは環インド洋経済圏内の連結性の強化を促進する政策を主眼とすべきである 28。これを

行ううえで、例えば BIMSTEC（ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ）への日本

の関与は有益となろう 29。

おわりに
　インド太平洋をめぐる ASEAN 諸国・ASEAN の言説および対外行動から、ASEAN のイ

ンド太平洋認識を以下のようにまとめられるであろう。第一は、現時点では、インド太平

洋という地域概念に対して ASEAN は大きな関心を払っていないということである。ほと

んどの ASEAN 諸国がインド太平洋に言及していないこと、また 2014 年後半の ASEAN

関連会議の文書からインド太平洋ならびに「インド太平洋友好協力条約」が欠落している

ことがその証左である。第二は、他方、近年、ASEAN 諸国も組織としての ASEAN もイ

ンドとの関係を強化させている点は、インド太平洋、少なくとも南アジアと東南アジア・

アジア太平洋の繋がりを意識していると捉えることができるかもしれない。しかし、イン

ドとの協力強化は、主に台頭するインド経済への注目、中国への経済依存の軽減、変容す

る大国（特に日米中）間関係への対応といった観点からなされており、台頭する中国に対

抗するという視点が強い日本のインド太平洋概念とは根本的に相容れない。ASEANにとっ

て対外関係における目下の課題は、変容する大国間関係にいかに対応するかであるが、そ

の対応策がインド太平洋地域概念へと収斂するかは定かではない。
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